
 

 
 
 
 
 

 

⑬｢備考｣ 

・参考事項を記入してください。 
例えば、賃金未払、休業、賃金締切日変更等。 

・離職日が令和２年８月１日以降であって、⑨欄

の日数が 11 日以上の完全月（例：８月 18 日～９

月 17 日）が 12 か月以上（高年齢被保険者及び短

期雇用特例被保険者の場合は６か月以上）ない場

合、または、⑪欄の日数が 11 日以上の完全月が６

か月ない場合は、⑨欄及び⑪欄の基礎日数が 10 日

以下の期間について、当該期間における賃金支払

の基礎となった時間数を記入してください。 

⑮｢離職者の氏名の記載｣ 

・離職者に記載内容を確認させたうえ、離職者の

氏名を記載させてください。 
なお、本人の確認がとれないときは、その理由を

記載し事業主氏名を記載してください（電子申請

の場合は疎明書を添付してください）。 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）の記入例 

 



 

 
 
 
 
 
 

 

 

⑪「⑩の基礎日数」 

・⑩の期間に賃金支払の基礎となった日数を記入してください。（有給休暇も算入し、半日でも１日として計算します。） 

 月給者については、月間全部を拘束する意味の月給制であれば 30 日（28 日、29 日、31 日）の暦日数となり、１か月中、

日曜、休日を除いた期間に対する給与であればその期間の日数となります。 

⑫｢賃金額｣ 

Ａ欄…賃金が月または週等により定められている場合。 
   月給者で変動手当（超過勤務手当等）のみが翌月払いである場合は、その額を当月に算入してください。 
   また、通勤手当を複数月分まとめて支払う場合は、該当月数で割り、それぞれの月に算入してください。 
Ｂ欄…賃金が日、時間、出来高による場合にそれぞれ記入してください。 
また、月決め手当と日給と両方ある場合は、ＡＢ欄に区別して記入し、ＡＢ欄の合計額を計欄に記入してください。 
なお、主たる賃金とその他の諸手当の賃金締切日が異なる場合は、主たる賃金の賃金締切日により記載し、その他の諸手

当は主たる賃金の賃金締切日に合わせて再計算した額を記入してください。 

⑨「⑧の期間における賃金支払基礎日数」 

・⑧の期間に賃金支払の基礎となった日数を記入してください。(有給休暇も算入し、半日でも 1 日として計上します。) 

 月給者については、月間全部を拘束する意味の月給制であれば 30 日（28 日、29 日、31 日）の暦日数となり、１か月中、

日曜、休日を除いた期間に対する給与であればその期間の日数となります。 

⑧「被保険者期間算定対象期間」 

Ａ 一般被保険者等・・・一般被保険者又は高年齢被保険者 

ア 「離職日の翌日」欄には、④欄の翌日を記入してください。 

 イ 左側の月日欄には、離職日の属する月から遡った各月における「離職日の翌日」に応当する日を記入してください。

もし、応当日がない場合は、その月の末日を記入してください。 

 ウ 右側の月日欄には、離職日に応当する日を記入してください。もし応当する日がない場合は、その月の末日又は末日

の前日を記入してください。 

 エ 離職日以前２年間（高年齢被保険者の場合は１年間）について（24 か月まで）記入しますが、⑨欄の日数が 11 日以

上の完全月が 12 か月（高年齢被保険者の場合は６か月以上）になるまで記載してください。 

   離職日が令和２年８月１日以降であって、⑨欄の日数が 11 日以上の完全月が 12 か月以上（高年齢被保険者の場合は

６か月以上）ない場合は、⑨欄の日数が 10 日以下の期間について、当該期間における賃金支払の基礎となった時間数

を⑬欄に記入してください。 
また、疾病、傷病等で 30 日以上賃金の支払を受けることができなかった場合は、離職日以前、最大で 4 年の期間を 

記入できる場合があります。（当該事実を確認できる書類が必要です。事前にハローワークにお問い合わせください。） 

   なお、一葉に書ききれない場合は、「続紙」として別葉に記入してください。 

 
Ｂ 短期雇用特例被保険者 

離職した月から順次さかのぼって暦月を記入してください。 

⑩｢賃金支払対象期間｣ 

・賃金締切日の翌日から賃金締切日まで記入してください。 

・離職日以前２年間を記入します。ただし、完全月で⑪欄の基礎日数 11 日以上が、６か月以上あればそれ以前は省略できま

す。 

 なお、各期間において休業手当が支払われたことがある場合には、⑬に休業と表示の上休業日数及び支払った休業手当の

額を記載してください。 

 離職日が令和２年８月１日以降であって、⑪欄の日数が 11 日以上の完全月が６か月以上ない場合は、⑪欄の日数が 10 日

以下の期間について、当該期間における賃金支払の基礎となった時間数を⑬欄に記入してください。 

なお、労働者が船員の場合で、乗船・下船時等で大きく変動する賃金が定められている場合は、完全月で⑪欄の基礎日数

11 日以上の月が 12 か月必要な場合があります。 

⑭｢賃金に関する特記事項｣ 

・毎月決まって支払われる賃金以外の賃金のうち、３か月以内の期間ごとに支払われるもの(以下「特別の賃金」という。)

がある場合に、⑧欄に記載した期間内に支払われた特別の賃金の支給日、名称および支給額を記入してください。 

なお、記入しない場合には斜線を引いてください。 

①｢被保険者番号｣、②「事業所番号」 

・資格取得等確認通知書から正確に転記してください。 



 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（１） 

1 枚の離職証明書に記載できない場合 

 

 

 
［例示説明］ 

離職の日以前２年間に賃金支払基礎日数（⑨欄）11 日以上の完全月が 12 か月（⑧○Ａ欄）以上必要です。１枚
の離職証明書で⑧⑨欄、基礎日数 11 日以上の完全月が 12 か月とれれば１枚だけで足りますが、とれない場合は
２枚の離職証明書になります。 
２枚の離職証明書となる場合は、１枚目の離職証明書右上に「続紙あり」、２枚目の離職証明書右上に「続紙」

と記入してください。 
また、「続紙」として使用する離職証明書の記入は、①～④欄、事業主証明欄、⑧～⑭欄について記入してくだ

さい。 
 

［記入留意事項］ 
  週 5 日 1 日 5 時間勤務 時間給 1,000 円 
 
 
 
 

続 紙 あ り

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

9月1日 A

8月1日 ～ 20 日 ～ 20 日

7月1日 ～ 月 20 日 ～ 20 日

6月1日 ～ 月 20 日 ～ 20 日

5月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日

4月1日 ～ 月 21 日 ～ 21 日

3月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日

2月1日 ～ 月 11 日 ～ 日

1月1日 ～ 月 18 日 ～ 日

12月1日 ～ 月 20 日 ～ 日

11月1日 ～ 月 9 日 ～ 日

10月1日 ～ 月 8 日 ～ 日

9月1日 ～ 月 20 日 ～ 日

8月1日 ～ 月 16 日 ～ 日

　　　　　　　雇用保険被保険者離職証明書（安定所提出用）

△ 8 31

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間
 における

 賃金支払
 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B 計

7月31日 7月1日 7月31日 100,000

離　職　日 離職月 8月1日 離　職　日 100,000

6月30日 6月1日 6月30日 100,000

5月31日 5月1日 5月31日 110,000

4月30日 4月1日 4月30日 105,000

3月31日 3月1日 3月31日 110,000

10月31日

2月28日

1月31日

12月31日

11月30日

9月30日

8月31日

続　　紙

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

月　　日 A

  月　日 ～ 日 ～ 日

7月1日 ～ 月 18 日 ～ 日

6月1日 ～ 月 19 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

7月31日

6月30日

離　職　日 離職月 離　職　日

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における

 賃金支払
 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例
被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B 計

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　　　　　　　雇用保険被保険者離職証明書（安定所提出用）

△ 8 31

 



 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（２） 

賃金締切日に変更があった場合 

 
［例示説明］ 

  ５月 20 日に賃金の締切を行った後、翌月の 20 日に行われるべき次回の締切日が繰り上げられて、

当月以降末日となった場合。 

 

［記入留意事項］ 

  ⑬欄の表示、⑩⑪⑫の各欄 

 

［参考］ 

  日給者 日額 8,000 円、残業手当有 

⑫欄 主たる賃金が日を単位として算定されているため、賃金の総額を B 欄に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

8月6日 A

7月6日 ～ 21 日 ～ 4 日

6月6日 ～ 月 17 日 ～ 20 日

5月6日 ～ 月 17 日 ～ 18 日

4月6日 ～ 月 21 日 ～ 8 日

3月6日 ～ 月 21 日 ～ 22 日

2月6日 ～ 月 18 日 ～ 16 日

1月6日 ～ 月 21 日 ～ 22 日

12月6日 ～ 月 16 日 ～ 20 日

11月6日 ～ 月 17 日 ～ 日

10月6日 ～ 月 17 日 ～ 日

9月6日 ～ 月 21 日 ～ 日

8月6日 ～ 月 21 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

△ 8 5

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における
 賃金支払

 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B 計

7月5日 7月1日 7月31日 185,000

離　職　日 離職月 8月1日 離　職　日 37,000

6月5日 6月1日 6月30日 166,500

賃金締切日変更5月5日 5月21日 5月31日 74,000

4月5日 4月21日 5月20日 203,500

3月5日 3月21日 4月20日 148,000

2月5日 2月21日 3月20日 203,500

1月5日 1月21日 2月20日 185,000

12月5日

11月5日

10月5日

9月5日

 



 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（３） 

賃金形態に変更があった場合 

 

  

 
［例示説明］ 

  ８月分より月給制から日給制に切り替えた場合。 

 

［記入留意事項］ 

  ⑨⑪欄および⑫の A、B 計欄 

  ⑬欄の変更月に変更後の賃金形態を記入してください。 

 

［参考］ 

  7 月 26 日より賃金形態を、月間全部を拘束する意味の月給から日給に変更 

（変更前）月給者 月額 210,000 円、通勤手当 8,000 円、家族手当 10,000 円（7 月 25 日まで） 

（変更後）日給者 日額 9,000 円、通勤手当 8,000 円、家族手当 10,000 円、残業手当有（7 月 26 日から） 

 

 

 

 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

10月26日 A

9月26日 ～ 21 日 ～ 21 日 18,000

8月26日 ～ 月 21 日 ～ 21 日 18,000

7月26日 ～ 月 22 日 ～ 22 日 18,000

6月26日 ～ 月 30 日 ～ 30 日 228,000

5月26日 ～ 月 31 日 ～ 31 日 228,000

4月26日 ～ 月 30 日 ～ 30 日 228,000

3月26日 ～ 月 31 日 ～ 日

2月26日 ～ 月 28 日 ～ 日

1月26日 ～ 月 31 日 ～ 日

12月26日 ～ 月 31 日 ～ 日

11月26日 ～ 月 30 日 ～ 日

10月26日 ～ 月 31 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

11月25日

1月25日

12月25日

3月25日

2月25日

5月25日 4月26日 5月25日 228,000

4月25日

6月25日 5月26日 6月25日 228,000

7月25日 6月26日 7月25日 228,000

7月26日 8月25日 207,500 225,500

計

日給制に切替

9月25日 8月26日 9月25日 197,000 215,000

離　職　日 離職月 9月26日 離　職　日 197,000 215,000

8月25日

△ 10 25

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における
 賃金支払
 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B

 



 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（４） 

離職日の翌日に応当する日が各月にない場合 

 
 
［例示説明］ 

  離職日の翌日に応当する日が各月にない場合。 

  
［記入留意事項］ 

  ⑧欄の A および⑨欄 

  ⑧欄の A の左側月日欄は、「離職日の翌日に応当する日（喪失応当日）」を記入するが、応当する日

がない月においては、その月の末日を記入してください。 

 したがって、暦の大の月の 30 日に離職した場合はすべてこの取扱いになります。 

  ⑧⑨欄は原則、⑨欄の日数が 11 日以上ある月を 12 か月以上記入してください。 

⑩～⑫欄は原則、完全月で⑪欄の日数が 11 日以上ある月を６か月以上記入してください。 

離職日が令和２年８月１日以降であって、⑨欄の日数が11日以上の完全月が12か月以上ない場合、

または、⑪欄の日数が 11 日以上の完全月が６か月ない場合は、⑨欄及び⑪欄の基礎日数が 10 日以下

の期間について、該当期間における賃金支払の基礎となった時間数を記入してください。 

 

［参考］ 

  資格取得年月日 令和○年 10 月 20 日 

日給者 日額 6,000 円、特殊作業手当日額 100 円、残業手当有 

  ⑨、⑪欄 賃金支払基礎日数には有給休暇の日数も算入されます。 

  （例示：6 月 21 日～7 月 20 日 基礎日数 24 日＝働いた日 23 日＋有給 1 日） 

  ⑫欄 月を単位として支払われるものがないため、賃金の総額を B 欄に記入してください。 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

10月31日 A

9月30日 ～ 20 日 ～ 6 日

8月31日 ～ 月 22 日 ～ 21 日

7月31日 ～ 月 17 日 ～ 24 日

6月30日 ～ 月 21 日 ～ 10 日

5月31日 ～ 月 21 日 ～ 24 日

4月30日 ～ 月 19 日 ～ 21 日

3月31日 ～ 月 21 日 ～ 18 日

2月28日 ～ 月 21 日 ～ 21 日

1月31日 ～ 月 10 日 ～ 日

12月31日 ～ 月 17 日 ～ 日

11月30日 ～ 月 22 日 ～ 日

10月31日 ～ 月 24 日 ～ 日

10月20日 ～ 月 3 日 ～ 日

11月29日

10月30日

1月30日

12月30日

80時間

3月30日 3月21日 4月20日 167,475

2月27日

5月30日 5月21日 6月20日 167,475

4月29日 4月21日 5月20日 143,550

6月29日 6月21日 7月20日 191,400

7月30日 7月21日 8月20日 62,500

8月21日 9月20日 191,400

計

9月29日 9月21日 10月20日 167,475

離　職　日 離職月 10月21日 離　職　日 47,850

8月30日

△ 10 30

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における

 賃金支払

 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B

 



 

 

 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（５） 

日給月給者で欠勤があり賃金が減額された場合 

（一定の日数を基本給の支払い対象とする月給制の場合） 

 

 
 
［例示説明］ 

  一定の日数を基本給の支払い対象とする月給制で、欠勤するとその日の分の基本給が減額される場

合。７月 20 日～７月 24 日の５日間欠勤したため、賃金が事業所の就業規則に基づき、その日数分の

賃金が減額された場合、基礎日数も５日減ぜられる。 

  

［記入留意事項］ 

  ７月に５日間欠勤があるので、７月の⑨⑪欄の日数から５日を除いた日数を記載し、⑫欄には減額

後の賃金額を記載してください。 

 

［参考］ 

  日給月給者 月額 250,000 円 

  賃金支払基礎日数 22 日 

 

 

 

 

 

 

 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

10月1日 A

9月1日 ～ 22 日 ～ 22 日 250,000

8月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日 250,000

7月1日 ～ 月 17 日 ～ 17 日 193,182

6月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日 250,000

5月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日 250,000

4月1日 ～ 月 22 日 ～ 22 日 250,000

3月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

2月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

1月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

12月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

11月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

10月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

10月31日

12月31日

11月30日

2月28日

1月31日

4月30日 4月1日 4月30日

3月31日

5月31日 5月1日 5月31日

6月30日 6月1日 6月30日

7月1日 7月31日

計

５日間欠勤

8月31日 8月1日 8月31日

離　職　日 離職月 9月1日 離　職　日

7月31日

△ 9 30

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における
 賃金支払

 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期
雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B



 

    雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（６） 

日給月給者で欠勤があり賃金が減額された場合 

（勤務を要しない日は、基本給の支給対象としない月給制の場合） 

 

 

 
［例示説明］ 

  土曜日、日曜日及び祝日の勤務を要しない日は、基本給の支給対象としない月給制。8 月 24 日～8

月 26 日の 3 日間欠勤したため、賃金が事業所の就業規則等に基づき減額された場合、基礎日数も 3 日

減ぜられる。 

   

［記入留意事項］ 

  ⑨⑪欄には、土日祝日及び欠勤日を除いた日数（実際に勤務した日、有給休暇等賃金支払の基礎と

なった日）を記載し、⑫欄には減額後の賃金額を記載してください。 

 

［参考］ 

  日給月給者 月額 150,000 円、皆勤手当 10,000 円 

  欠勤 1 日につき、6,250 円控除 

 

 

 

  

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

11月1日 A

10月1日 ～ 21 日 ～ 5 日 31,250

9月1日 ～ 月 19 日 ～ 19 日 160,000

8月1日 ～ 月 18 日 ～ 19 日 143,750

7月1日 ～ 月 22 日 ～ 20 日 137,500

6月1日 ～ 月 22 日 ～ 20 日 160,000

5月1日 ～ 月 18 日 ～ 23 日 160,000

4月1日 ～ 月 21 日 ～ 17 日 160,000

3月1日 ～ 月 22 日 ～ 日

2月1日 ～ 月 20 日 ～ 日

1月1日 ～ 月 20 日 ～ 日

12月1日 ～ 月 19 日 ～ 日

11月1日 ～ 月 18 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

11月30日

1月31日

12月31日

3月31日

2月28日

5月31日 5月26日 6月25日

4月30日 4月26日 5月25日

6月30日 6月26日 7月25日

7月31日 7月26日 8月25日

8月26日 9月25日

8/24,8/25欠勤

計

8/26欠勤

9月30日 9月26日 10月25日

離　職　日 離職月 10月26日 離　職　日

8月31日

△ 10 31

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における

 賃金支払
 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例
被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B



 

 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（７） 

疾病により引き続き 30 日以上賃金支払がなかった場合 

 

  

［例示説明］ 

  疾病により引き続き 30 日以上賃金支払がなかった場合。 

［記入留意事項］ 

  ⑧～⑫欄は、全く賃金支払のなかった期間分の記入は必要ありません。 

  ⑬欄には、疾病により引き続き 30 日以上賃金支払がなかった場合、賃金支払がなかった期間および

その日数並びに原因となった疾病名等を記入してください。 

 ※その事実を証明する医師の診断書（写しで可）等を添付してください。 

［参考］ 

  日給者 

［補足］ 

  離職の日以前 2 年間又は 1 年間に①疾病、②負傷、③事業所の休業、④出産、⑤事業主の命による

外国における勤務等の理由で引き続き 30 日以上賃金の支払を受けることができなかった場合（※注）

は、賃金の支払を受けることができなかった日数を加算した期間（最大で４年の期間）について上記

の例のように⑧～⑫欄に記入する。 

※注 同一の理由により賃金の支払を受けることができなかった期間が途中で中断し、その期間が 30

日未満である場合は、期間の日数を加算することができる場合がありますので、ハローワークに

確認してください。 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

10月21日 A

9月21日 ～ 7 日 ～ 7 日

12月21日 ～
月 18 日

～
18 日

11月21日 ～ 月 20 日 ～ 20 日

10月21日 ～ 月 17 日 ～ 17 日 交通事故による

9月21日 ～ 月 21 日 ～ 21 日

8月21日 ～ 月 18 日 ～ 18 日

7月21日 ～ 月 22 日 ～ 22 日

6月21日 ～ 月 21 日 ～ 日

5月21日 ～ 月 22 日 ～ 日

4月21日 ～ 月 20 日 ～ 日

3月21日 ～ 月 22 日 ～ 日

2月21日 ～ 月 18 日 ～ 日

1月21日 ～ 月 20 日 ～ 日

3月20日

2月20日

5月20日

4月20日

7月20日

6月20日

9月20日 8月21日 9月20日 100,800 賃金支払なし

8月20日 7月21日 8月20日 123,200

10月20日 9月21日 10月20日 117,600

11月20日 10月21日 11月20日 95,200

11月21日 12月20日 112,000

傷病のため欠勤

計

250日間

自.R△.1.18～

1月20日 12月21日 1月20日
100,800 至.R△.9.24の

離　職　日 離職月 9月21日 離　職　日 39,200

12月20日

△ 10 20

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における
 賃金支払
 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B

R○ R△ R○ R△

 
 



 

 
 

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（８） 

休業手当の支払があった場合 

 

 
 
［例示説明］ 

事業主の都合により休業が実施され、労働基準法第２６条による休業手当が支払われた場合。 
 

［記入留意事項］ 
  ⑬欄に「休業」の表示、休業日数、休業手当を記入してください。 

 ⑨欄及び⑪欄の基礎日数には休業手当の支払われた日数を含めて記入してください。 
 ⑫欄の賃金額には賃金＋休業手当額を記入してください。 
また、一日のうちの一部の時間が休業した場合であって、休業した部分について休業手当が支給さ

れた場合は、休業手当を除いた賃金額（実労働時間に対する賃金額）が平均賃金の 60％以上の場合に
は休業日数については記載の必要はありません（賃金＋休業手当額がその日の賃金となります。）。休
業手当を除いた賃金額が平均賃金の 60％未満の場合には、休業日数は 1 日とし、その日に支払われた
休業手当＋賃金の額を⑬欄に記載してください。 

  月給者および月間全部を拘束する意味の月給者以外の月給者の方で、休業手当が支払われた日とそ
の直後の休業手当が支払われた日との間に就業規則等に規定された所定休日のみがある場合には、そ
の休日については休業期間中の所定休日として記入してください。 

  なお、離職日前完全月６月の全期間にわたって休業手当が支払われている場合は、⑩～⑫欄につい
て休業開始直前６ヶ月が確認出来るまで記入してください。 

 
［参考］ 
  月給者 月額 200,000 円 
  休業手当（労働基準法第２６条） 
 
［補足］ 

休業手当が支払われた日とその直後の休業手当が支払われた日との間に就業規則等に規定された所
定休日のみがある場合の例 
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雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）記入例（９） 

短期雇用特例被保険者の場合 

 

  
 
［例示説明］ 

  短期雇用特例被保険者が退職した場合。（資格取得日 R△.5.10） 

 

［記入留意事項］ 

  ⑨欄 一般被保険者の場合と異なり、暦月による賃金支払基礎日数を記入してください。 

 

［参考］ 

  日給者 日額 11,000 円 

  特例一時金の受給資格要件は、離職の日以前１年間に賃金支払の基礎になった日数が 11 日以上あ

る月が６か月以上あることとなっています。 

 

 

 

 

 

④
 離　 職

年 月 日

令和
 年月日

 ⑬

備 考

月　　日 A

～ 13 日 ～ 13 日

～ 10 月 20 日 ～ 20 日

～ 9 月 21 日 ～ 21 日

～ 8 月 21 日 ～ 21 日

～ 7 月 21 日 ～ 21 日

～ 6 月 18 日 ～ 18 日

～ 5 月 13 日 ～ 13 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

～ 月 日 ～ 日

△ 11 20

離　職　の　日　以　前　の　賃　金　支　払　状　況　等 

　⑧　被保険者期間算定対象期間  ⑨
 ⑧の期間

 における

 賃金支払

 基礎日数

 ⑩  ⑪
  ⑩ の
  基 礎
  日 数

 ⑫

A　一 般 被 保 険 者 等 B　短期

雇用特例

被保険者

賃 金 支 払 対 象 期 間 賃　　　金　　　額

離職日の翌日 B 計

10月1日 10月31日 220,000

離　職　日 離職月 11月1日 離　職　日 143,000

9月1日 9月30日 231,000

8月1日 8月31日 231,000

7月1日 7月31日 231,000

6月1日 6月30日 198,000

5月10日 5月31日 143,000

 



 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

雇用保険離職証明書（用紙右側部分）の記入例 

 
⑦「離職理由」、「事業主記入欄」 

 
・離職者の主たる離職理由に該当す

るものを「離職理由」の１～５の中

から１つ選び、「事業主記入欄」の

該当する□の中に○を記入した

上、「離職理由」の各項目に記載箇

所がある場合には、空欄（例えば

（定年 歳））には該当する内容を

記入し、選択項目（例えば（教育訓

練の有・無））には該当する事項を

○で囲んでください。 
 
また、１～５に該当する離職理由

がない場合には、６の「その他（１

－５のいずれにも該当しない場

合）」の□に○を記入し、「（理由を

具体的に）」に具体的理由を簡潔に

記入した上で、「具体的事情記載欄

（事業主用）」に詳細な事情を記入

してください。 

「具体的事情記載欄（事業主用）」 

・離職に至った原因とその経緯等の具体的事情を必ず、なるべく詳しく記入して

ください。 
なお、離職理由が５(2)の「労働者の個人的な事情による離職」に該当する場合

には、離職者から把握している範囲で可能な限り、離職に至った具体的事情を

記入してください。 

⑯離職者本人の判断 

・離職者が離職する日までに、必ず事業主の記入した離職理由を確認させ、離職者本人に、事業主が○をつけた離職理由に意義「有り・無し」

のいずれかを○で囲ませたうえ、離職者氏名を記載させてください。このとき、賃金計算等が未処理のため、まだ離職証明書左側の各欄に

記入されていない段階でもかまいません。なお、離職者が帰郷その他やむを得ない理由により離職者の氏名の記載を得ることができないと

きは、⑯欄にその理由を記入し、事業主氏名を記載してください。 

 


